
穴 水 町 水 道 事 業 経 営 戦 略 

平成 29 年度～平成 38 年度

平 成 29 年 3 月 

穴水町上下水道課 



平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千 ／ha

② 施　設　

％

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

穴水町

穴水町上水道事業

施 設 能 力 6,450  ／日

計 画 期 間 ：

12

～

管 路 延 長

水 源

0.23

供 用 開 始 年 月 日 昭和 32年  2月

現 在 給 水 人 口 6,885法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

法適用

浄水場設置数

配水池設置数

3

穴水町上水道事業経営戦略

事業の現況

117

千ｍ

施 設 利 用 率 39.0

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

計 画 給 水 人 口 7,900

　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他

③ 料　金

平 成 17 年 4 月 1 日

　料金体系は用途別料金制を採用しており、基本料金と超過（従量）料金からなる2部料金制とし
ている。さらに、口径毎に量水器の使用料を定めている。
　平成28年度末時点の料金体系は以下のとおりである。

料 金 改 定 年 月 日
消費税のみの改定は含まない

料金体系の
概要・考え方
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④ 組　織

（２）

甲簡易水道を上水道に施設統合および経営統合を実施した。

岩車簡易水道を上水道に施設統合および経営統合を実施した。

曽良簡易水道を上水道に施設統合および経営統合を実施した。

鹿波簡易水道を上水道に経営統合を実施した。

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

平成17年度

平成24年度

平成26年度

平成28年度

　当町では、以下に示すとおり4名体制で水道事業に関する事務手続き及び施設運転管理等を行っている。
　年齢構成は、45以上～50歳未満が3名、55以上～60歳未満が1名となっている。

課長 1名 課長補佐 1名 係長 1名 主任 1名

これまでの主な経営健全化の取組

平成27年度実績による経営比較分析表を添付。
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２．将来の事業環境

（１）

人口の推移 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度

行政区域内人口(人) 8,630 8,400 8,180 7,950 7,740 7,530 7,310 7,100 6,890 6,700 6,510

上水道区域内人口(人) 6,763 6,574 6,396 6,217 6,039 5,881 5,693 5,516 5,348 5,191 5,035

（２）

有収水量の推移 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度

有収水量(m3/日) 2,289 2,240 2,192 2,143 2,095 2,053 2,001 1,957 1,909 1,867 1,808

（３）

料金収入の推移 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度

料金収入(千円) 228,758 215,486 210,462 205,703 200,944 196,714 191,690 187,195 182,436 178,206 173,975

（４）

　将来の行政区域内人口の予測は、少子高齢化傾向を反映できるコーホート要因法により分析を行った。その結果、下表に示
すとおり将来の行政区域内人口は減少する傾向が見られ、計画目標年度の平成38年度においては6,510人と見込まれる。
　将来の上水道給水区域内人口の予測は、時系列傾向分析により行った。その結果、下表に示すとおり将来の上水道給水区域
内人口も同様に減少する傾向が見られ、計画目標年度の平成38年度においては5,035人と見込まれる。

　将来の有収水量の予測は、時系列分析により行った。その結果、下表に示すとおり将来の有収水量は減少する傾向が見ら
れ、計画目標年度の平成38年度においては1，808m3/日と見込まれる。

　将来の料金収入は、最新年度（平成27年度）の供給単価に有収水量を乗じて算出した。
　その結果、下表に示すとおり将来の料金収入は減少する傾向が見られ、計画目標年度の平成38年度においては173,975千円と
見込まれる。

施設の見通し

【老朽化状況】

給水人口の予測

水需要の予測

料金収入の見通し

（５）

３．経営の基本方針

【経営理念】
　未来へつなぐ安全で安心な水道
【施策】
①水需要量が減少により施設遊休化が課題となっているため、施設統廃合やダウンサイジングにより経営効率化を図る。
②水道事業の健全性を損なうことがないように、中長期的な計画に基づき、水道施設の更新・耐震化を効率的に進める。
③水道事業の安定的な継続のため、人材育成の推進と計画的かつ合理的な財政運営により経営基盤の強化を図る。
④管理体制の充実、技術の向上に取り組み、給水サービスの向上に努める。

組織の見通し

【老朽化状況】
　機械電気設備について、平成28年度末で約74%が法定耐用年数を超過しており大規模な更新が必要となっている。
　管路施設について、法定耐用年数を超過している資産割合は、平成28年度末で1.0%程度であるが、これから第3次拡張事業で
集中的に整備された管路が法定耐用年数を迎えるため10年後（平成38年度末）には26%になると見込まれる。

【施設能力】
　配水池全施設の既存貯留容量は、平成28年度計画値に対して144%となっている。送水・配水ポンプ全施設の既存ポンプ能力
は平成28年度計画値に対し125%となっている。｢(2)水需要の予測｣で示すとおり、今後、水需要量は減少が見込まれるため、施
設利用率の低下が課題となっている。

　現状において、4人体制で水道事業に関する事務手続きおよび施設運転管理を行っている。
更新需要の増加が見込まれるや水道技術の継承が課題であることから、サービス水準を維持するためにも、現状の人員を維持
する必要があると考えている。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標
水道事業の健全性を損なわないよう、中長期的な計画に基づき、水道施設の更新・再構築を効率的
に行う

目 標
健全かつ安定的な事業運営を行うために、水需要動向や施設更新・再構築事業を踏まえた中長期的
な財政計画を立案し、経費縮減や財源確保の検討を行い事業経営の安定化を図る

②　収支計画のうち財源についての説明

■計画期間内（平成38年度）の主な事業
事業経営の効率化および需用者への安定供給を図るため、以下の事業を実施する予定である。

①浄水場統合事業　　　　　：宇留地浄水場を廃止して上野浄水場に集約・更新。
　　　　　　　　　　　　　　  平成32～38年度に実施予定
②水源2系統化事業 　　　　：宇留地浄水場に使用している山王川水源について上野浄水場へ導水整備。
　　　　　　　　　　　　　　  平成32～33年度に実施予定
③ポンプ場統合事業　　　　：此木ポンプ場、七海ポンプ場廃止し、空港第1、2ポンプ場に集約・整備。
　　　　　　　　　　　　　　  平成36～38年度に実施予定
④水道未普及地域解消事業  ：緑ヶ丘～根木地区水道未普及解消のための上水道拡張整備。
　　　　　　　　　　　　　    平成29～34年度に実施予定

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（財源の考え方について）
①給水収益　：料金水準および料金体系は当面現行を維持することとし、最新年度（平成27年度）の実績供給単価に有収水量
　　　　　　　を乗じて計上した。
②企業債　　：財政上の負担軽減と世代間の公平性を図る観点から借入額を設定した。
　         　（更新事業は事業費の40%、改良事業は事業費の70%で設定）
③国庫補助金：事業により補助金が異なるため、更新事業は直近5カ年の平均値（事業費の30%）とし、改良事業は想定値
　　　　　 　（事業費の10%）で計上した。
④繰入金　　：地方公営企業繰出金制度に基づき繰出基準額を計上した。
⑤工事負担金：更新事業は工事内容により異なるため、直近5カ年の平均値（事業費の7%）で計上した。
　　　　　　　改良事業は施設の統廃合が主であるため見込まないこととした。

（投資以外の主な経費の積算の考え方）
①人件費　　　：職員数は現状を維持するものとし、最新年度の実績値で一律計上した。
②維持管理費　：維持管理費は現状と同程度かかるものとし、最新年度の実績値で一律計上した。
③引当金　　　：最新年度の実績値で一律計上した。
④支払利息　　：既往債および新たに発行を見込む企業債の利息額を計上した。
⑤企業債償還金：既往債および新たに発行を見込む企業債の元金利息額を計上した。
⑥減価償却費　：既存取得分と計画期間の新規取得分とに区分して計上した。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

管路・施設の整備時期が集中していることから、財源状況を踏まえ、更新費用の平準化を
検討する。

広 域 化
経営基盤の強化や経営の効率化を図るため、事業統合に限らず、各共通業務部門の共同
化、将来の連携方法、人事交流など幅広い視点で県および近隣事業体と広域化について調
査・協議する。

料 金

そ の 他 の 取 組 －

財政上の負担軽減と世代間の公平性を図る観点から適切な水準を検討する。

地形的条件により、非効率な施設整備になりやすいことから、営業収益の一部に一般会計
からの繰入れを受けている。
維持管理にかかる費用は、現状と同程度必要となる一方で、人口減少に伴い給水収益の減
少が見込まれる。
そのため、水道料金が使用者に過度な負担とならないよう経費削減の努力を続ける一方
で、今後も一般会計からの繰り入れが必要と考えている。

　現在、検診業務、水道料金徴収業務、機械電気計装設備の保守点検業務など、業務の一
部を民間委託している。今後も引続き、業務効率化や経費削減のため、民間委託の可能性
を検討する。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

企 業 債

繰 入 金

計画期間において、浄水場およびポンプ場の統廃合事業の実施を予定している。
今後も水需要の減少が見込まれることから、水需要予測に基づいたポンプ場、配水池等の
施設の統廃合、ダウンサイジングを検討する。

施設の更新時には、水需要予測を踏まえ、ダウンサイジングの検討を行う。
また、設備の更新時には、省エネルギー化を図るため、高効率型ポンプや省エネルギー型
設備機器の導入を検討する。

将来的な人口および水需要量の減少が見込まれることから、更新投資財源を確保できるよ
う、大口需要者と一般利用者との公平性を踏まえ料金水準・料金体系について検討する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

健全な事業運営を継続していくために、新水道ビジョンと併せて定期的に状況把握を行
い、計画と剥離が生じた場合は見直しを行う。
なお、経営戦略については、施設の効率化および健全性に維持するために必要な投資費用
の精査を行い、水道料金体系の見直し等を踏まえた財源確保に向けた検討を行う。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

で、今後も一般会計からの繰り入れが必要と考えている。

そ の 他 の 取 組

動 力 費

職 員 給 与 費

施設の統廃合事業により使用しない遊休資産が生じるため、貸付、売り払いなどの処分を
検討し財源の確保に努める。
また、施設の整備、再構築にあたっては、既存施設の有効活用を図る。

そ の 他 の 取 組 －

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

今後も継続して民間委託により、経費削減およびサービスの向上を図れないか調査・導入
検討する。

定期的な調査・点検を実施することにより、長寿命化を図り修繕費の削減に努める。

水需要の減少が見込まれるため、施設の統廃合やダウンサイジングの検討を行い、動力費
等の維持管理費の削減に努める。

施設再構築・更新への転換を迎えるにあたって、適切な人員体制について技術継承の観点
を踏まえ検討する。

委 託 料

修 繕 費

－
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3
4

1
3
,7
1
2

1
3
,1
6
1

1
2
,1
9
7

(2
)

1
6
,6
5
4

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

1
6
,5
0
0

(D
)

2
7
4
,9
7
1

2
8
2
,1
4
9

2
5
2
,8
6
6

2
3
0
,4
8
8

2
3
1
,0
5
3

2
3
3
,6
7
0

2
3
9
,2
2
5

2
4
4
,6
2
2

2
5
7
,7
4
2

2
7
0
,0
3
6

2
7
7
,7
6
0

2
7
1
,8
5
3

(E
)

4
4
,9
3
3

2
3
,0
3
8

3
7
,1
1
7

4
7
,5
2
4

4
3
,1
4
6

2
4
,0
7
0

1
7
,9
8
8

1
3
,3
8
8

5
,1
2
3

△
 3
,2
9
4

△
 5
9
6

1
2
,5
7
0

(F
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

1
0
2

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

収 益 的 収 支

収 益 的 収 入

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

長
期

前
受

金
戻

入

そ
の

他
営

業
外

収
益

補
助

金
他

会
計

補
助

金
そ
の

他
補

助
金

支
払

利
息

そ
の

他
収

入
計

収 益 的 支 出

営
業

費
用

職
員

給
与

費
基

本
給

退
職

給
付

費
そ

の
他

経
費

動
力

費
修

繕
費

材
料

費
そ

の
他

減
価

償
却

費
営

業
外

費
用

そ
の

他
支

出
計

経
常

損
益

(C
)-
(D
)

特
別

利
益

特
別

損
失

(G
)

1
0
2

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

(H
)

△
 1
0
2

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

△
 1
2
0

4
4
,8
3
1

2
2
,9
1
8

3
6
,9
9
7

4
7
,4
0
4

4
3
,0
2
6

2
3
,9
5
0

1
7
,8
6
8

1
3
,2
6
8

5
,0
0
3

△
 3
,4
1
4

△
 7
1
6

1
2
,4
5
0

(I
)

5
3
7
,9
7
3

6
0
5
,7
2
2

6
4
2
,7
1
9

6
9
0
,1
2
3

7
3
3
,1
4
9

7
5
7
,1
0
0

7
7
4
,9
6
8

7
8
8
,2
3
5

7
9
3
,2
3
8

7
8
9
,8
2
4

7
8
9
,1
0
8

8
0
1
,5
5
8

(J
)

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

4
0
4
,8
1
6

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

3
5
,7
2
0

(K
)

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
8
8
,4
1
4

1
3
3
,2
1
3

5
1
,5
4
7

3
3
,9
9
0

2
3
0
,2
7
0

2
3
2
,0
5
0

3
3
2
,0
2
1

3
0
9
,2
6
6

6
2
7
,2
9
6

5
7
3
,1
4
6

4
1
9
,7
9
0

2
2
8
,7
9
8

1
3
7
,4
4
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
2
,5
0
9

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

5
2
,0
0
0

( 
I 
)

(A
)-
(B
)

(L
)

(M
)

2
3
4
,1
2
0

2
3
0
,9
1
0

2
1
7
,9
8
2

2
1
2
,1
6
6

2
0
7
,2
6
5

2
0
2
,4
3
7

1
9
8
,1
3
8

1
9
3
,0
4
5

1
8
8
,4
8
1

1
8
3
,6
5
3

1
7
9
,3
5
4

1
7
5
,0
5
4

(N
)

(O
)

(P
)

流
動

資
産

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-
(G
)

当
年
度
純
利
益
（
又
は
純
損
失
）

(E
)+
(H
)

繰
越
利
益
剰
余
金
又
は
累
積
欠
損
金

う
ち

未
収

金
流

動
負

債
う
ち
建
設
改
良
費
分

う
ち
一
時
借
入
金

う
ち

未
払

金

累
積
欠
損
金
比
率
（

×
1
0
0
）

4
4
0

4
5
8

3
7
4

3
9
1

4
0
8

健
全
化
法
施
行
令
第
1
6
条
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

の
不

足
額

4
2
1

4
3
0

2
9
5

3
2
5

3
5
4

2
3
0

2
6
2

地
方
財
政
法
施
行
令
第
1
5
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

の
不

足
額

営
業
収
益
－
受
託
工
事
収
益

(A
)-
(B
)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(（
L
）
/
（
M
）
×
1
0
0
)

健
全
化
法
施
行
規
則
第
６
条
に
規
定
す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全
化
法
施
行
令
第
1
7
条
に
よ
り
算
定
し
た

事
業

の
規

模

健
全
化
法
第
2
2
条
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

不
足

比
率

(（
N
）
/
（
P
）
×
1
0
0
)

P.7



様
式
第
2
号
（法
適
用
企
業
・資
本
的
収
支
）

投
資
・
財
政
計
画

（
収
支
計
画
）

（
単
位
：千
円
）

年
　
　
　
　
　
度

平
成
2
7年
度

平
成
2
8年
度

平
成
2
9年
度

平
成
3
0年
度

平
成
3
1年
度

平
成
3
2年
度

平
成
3
3年
度

平
成
3
4年
度

平
成
35
年
度

平
成
3
6年
度

平
成
3
7
年
度

平
成
3
8
年
度

区
　
　
　
　
　
分

（
決
　
算
）

（
見
　
込
）

１
．

4
,9
00

1
2,
6
00

1
6,
9
90

1
6
1,
1
80

16
2,
4
3
0

22
9,
1
0
2

21
5
,2
7
0

43
4,
98
9

40
1,
20
0

2
92
,6
0
6

1
60
,1
5
0

96
,2
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

２
．

1
,7
11

1,
8
07

1,
5
14

1,
0
90

7
6
5

３
．

8
,8
99

9,
6
33

1
0,
6
84

9,
1
03

8,
4
5
4

8,
5
2
4

8
,5
9
4

8,
66
4

8,
73
4

8,
80
4

8,
87
4

8
,9
5
4

４
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

６
．

8
,5
63

2,
3
56

3,
3
90

2
3,
0
20

2
3,
2
0
0

3
5,
3
9
9

3
1
,7
3
5

6
5,
45
9

5
7,
31
0

42
,8
0
2

22
,8
7
0

13
,7
4
0

７
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

８
．

0
0

0
0

0
7
7
2

2
8
3

95
8

0
28
9

0
0

９
．

4
,9
78

2
93

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(A
)

2
9,
05
1

2
6,
6
89

3
2,
5
7
8

19
4,
3
9
3

19
4
,8
4
9

27
3
,7
9
7

25
5
,8
8
2

5
10
,0
7
0

4
67
,2
4
4

3
44
,5
0
1

1
91
,8
94

1
18
,8
94

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(C
)

29
,0
5
1

26
,6
8
9

32
,5
7
8

1
94
,3
93

1
94
,8
49

2
7
3,
7
97

2
5
5,
8
82

51
0,
0
70

46
7,
2
4
4

34
4,
5
01

19
1,
8
94

11
8,
89
4

１
．

50
,2
11

5
1,
5
47

3
3,
9
90

2
3
0,
2
70

23
2,
0
5
0

33
2,
0
2
1

30
9
,2
6
6

62
7,
29
6

57
3,
14
6

4
19
,7
9
0

2
28
,7
9
8

1
37
,4
4
0

２
．

14
3
,7
69

1
3
3,
2
13

1
1
1,
6
15

1
1
0,
9
71

9
9,
9
8
3

9
6,
8
3
9

9
8
,8
4
7

10
1,
39
6

8
7,
01
9

91
,0
3
1

96
,9
2
7

1
03
,6
2
0

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(D
)

1
93
,9
8
0

1
84
,7
6
0

1
45
,6
0
5

3
41
,2
41

3
32
,0
33

4
2
8,
8
60

4
0
8,
1
13

72
8,
6
92

66
0,
1
6
5

51
0,
8
21

32
5,
7
25

24
1,
06
0

(E
)

16
4
,9
29

1
5
8,
0
71

1
1
3,
0
27

14
6,
8
48

13
7,
1
8
4

15
5,
0
6
3

15
2
,2
3
1

21
8,
62
2

1
92
,9
2
1

1
66
,3
2
0

1
33
,8
3
1

1
22
,1
6
6

１
．

15
3,
55
9

1
54
,0
5
5

1
13
,0
2
7

1
45
,8
1
9

1
37
,1
8
4

1
55
,0
6
3

1
52
,2
3
1

2
17
,9
1
8

1
92
,9
2
1

1
66
,3
2
0

1
33
,8
3
1

1
22
,1
6
6

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

企
業

債

う
ち
資
本
費
平
準
化
債

他
会

計
出

資
金

工
事

負
担

金

他
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

国
（
都
道
府
県
）
補
助
金

固
定
資
産
売
却
代
金

そ
の

他

計

(A
)の
う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
さ

れ
る
支
出
の
財
源
充
当
額

純
計

(A
)-
(B
)

他
会
計
へ
の
支
出
金

そ
の

他

計

資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に

不
足
す
る
額
  
  
 　
　
  
  
(D
)-
(C
)

補
損
益
勘
定
留
保
資
金

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

う
ち
職
員
給
与
費

企
業

債
償

還
金

他
会
計
長
期
借
入
返
還
金

１
．

15
3,
55
9

1
54
,0
5
5

1
13
,0
2
7

1
45
,8
1
9

1
37
,1
8
4

1
55
,0
6
3

1
52
,2
3
1

2
17
,9
1
8

1
92
,9
2
1

1
66
,3
2
0

1
33
,8
3
1

1
22
,1
6
6

２
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

11
,3
70

4,
0
16

0
1,
0
29

0
0

0
70
4

0
0

0
0

(F
)

16
4
,9
2
9

15
8
,0
7
1

11
3
,0
2
7

1
46
,8
4
8

1
37
,1
8
4

1
55
,0
6
3

1
52
,2
31

2
18
,6
22

1
9
2,
9
21

1
6
6,
3
20

1
33
,8
31

12
2
,1
66

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(H
)

1,
41
0,
50
0

1
,2
8
9,
8
87

1
,1
9
5,
2
6
2

1
,2
4
5,
4
7
1

1
,3
0
7
,9
1
8

1
,4
4
0
,1
8
1

1
,5
5
6
,6
0
4

1
,8
90
,1
9
7

2
,2
04
,3
7
8

2,
4
05
,9
5
3

2
,4
69
,1
76

2
,4
61
,7
56

○
他
会
計
繰
入
金

（
単
位
：千
円
）

年
　
　
　
　
　
度

前
年
度

(平
成
2
7年
度
)

区
　
　
　
　
　
分

決
算

見
込 4
3,
17
1

2
8,
0
22

2
8,
8
4
2

2
5,
8
2
3

2
6
,0
8
0

1
0
,3
4
8

1
2
,4
4
8

16
,7
2
0

23
,0
6
4

29
,0
0
0

41
,7
72

53
,8
20

4
3,
05
1

2
7,
9
36

2
8,
8
4
2

2
5,
8
2
3

2
6
,0
8
0

1
0
,3
4
8

1
2
,4
4
8

16
,7
2
0

23
,0
6
4

29
,0
0
0

41
,7
72

53
,8
20

12
0

8
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
0,
61
0

1
1,
4
40

1
2,
1
9
8

1
0,
1
9
3

9
,2
1
9

8
,5
2
4

8
,5
9
4

8,
66
4

8,
73
4

8
,8
0
4

8
,8
74

8
,9
54

7
,6
7
5

8
,4
8
1

9
,2
1
6

8
,2
0
5

9
,2
1
9

8
,5
24

8
,5
94

8,
6
64

8,
7
34

8,
8
04

8
,8
74

8
,9
54

2
,9
3
5

2
,9
5
9

2
,9
8
2

1
,9
8
8

0
0

0
0

0
0

0
0

5
3,
78
1

3
9,
4
62

4
1,
0
4
0

3
6,
0
1
6

3
5
,2
9
9

1
8
,8
7
2

2
1
,0
4
2

25
,3
8
4

31
,7
9
8

37
,8
0
4

50
,6
46

62
,7
74

補
 
財
源
不
足
額

(E
)-
(F
)

補 財 源

損
益
勘
定
留
保
資
金

利
益
剰
余
金
処
分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

本
年
度

(平
成
2
8年
度
)
平
成
2
9年
度

平
成
3
0年
度

う
ち
基
準
外
繰
入
金

合
計

平
成
3
7年
度

収
益
的
収
支
分

う
ち
基
準
内
繰
入
金

う
ち
基
準
外
繰
入
金

資
本
的
収
支
分

う
ち
基
準
内
繰
入
金

平
成
3
2年
度

平
成
33
年
度

平
成
34
年
度

平
成
35
年
度

平
成
3
6
年
度

平
成
3
7
年
度

平
成
3
1年
度

P.8


